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Abstract
Entering the full-scale internet age, the established mass media, inter alia, the newspapers that have been playing a
major role in reporting news and posting opinions, are steadily declining in circulation. Under the circumstances, the
major newspaper companies have launched online subscription services at certain fees, and are vigorously promoting
such services. However, it seems that their promotional efforts have not achieved much success so far, as originally an-
ticipated. Faced with the phenomenon that should be called “the trend away from the papers”, which is spreading rap-
idly across generations, particularly among youth in their twenties, the question is whether online subscriptions can be
a new business model that takes over the traditional newspapers and provide a firm management basis of the newspa-
per companies. This paper analyzes future prospects of online subscriptions as a new business model under the grow-
ing popularity of internet services that is putting increasing pressure on the management to meet the trend, by exam-
ining how successful online subscriptions have been so far and the problems that remain to be resolved.
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1．は じ め に
インターネットが社会の隅々にまで普及してい
く中にあって，既存のマス・メディアの退潮，と
りわけ，言論・報道の中核を担ってきた新聞の経
営を取り巻く状況は年を追って厳しさを増してい
る．広告収入の激減，購読部数の減少を受け，大
手新聞社は課金制による電子版を相次いで立ち上
げ，広告手段も駆使して普及を図っているが，当
初の計画通りに進展しているとは言い難い現状に
ある．電子版は今後，若年層を中心にすべての年
代層で進む「新聞離れ」に歯止めをかけ，紙の新
聞に代わる新たなニュース媒体として新聞社の経
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営を支えるビジネスモデルになりうるのか．
本論文では，インターネットの直撃を受けて新
聞社の経営が大きく揺らいだ背景と現状，電子版
の普及状況と今後の課題などを検証したうえで，
新聞社の新たなビジネスモデルとしての電子版の
あり方，その可能性について考察する．
2．厳しさを増す新聞社の経営環境
2011 年 3 月 11 日午後 2時 46 分，東北・宮城県
沖を震源とするマグニチュード 9.0 という我が国
観測史上最大級の巨大地震が起こった．広い海域
にわたるプレートの破壊で引き起こされた大津波
によって，東北から関東に至る多くの町や村が壊
滅的な打撃を受け，夥しい数の人命や財産が一瞬
のうちに奪われた．
さらに，太平洋に面した福島県の東京電力福島
第一原子力発電所も巨大な揺れと波の直撃を受け
て炉心溶融を引き起こし，チェルノブイリと同じ
レベル 7にランクされる最悪の原発事故となって
多くの人々をいまも大きな不安に陥れている．
この発生を受けて新聞各社は直ちに号外を発行
し，その後も連日，最大級の扱いで大災害の報道
を続けた．
死亡が確認された犠牲者の数は発生から 2週間
の時点で 1万 2912 人，行方不明者の数は 1万
4921 人1）に達し，その数は日を追って増え続け
ていく．また，大津波と原発からの放射性物質の
流出によって，25 万もの人々が避難せざるを得
なくなった状況下にあって，新聞は連日，死亡が
確認された方々の氏名をすべて報道し，被災者の
安否情報を伝え続けた．
さらに，避難所にいる方々に向けて，電気，ガ
ス，水道などのライフラインや鉄道，道路の復旧
状況など様々な生活情報も発信し続けた．
これは，大手の新聞だけではない．被災地の地
元紙，石巻日日新聞は，輪転機が津波に洗われ新
聞の印刷が出来なくなった状況の中で記者たちが
手書きの壁新聞を作り，被災の現状や安否情報な
どを避難所などに届けた．
こうしたニュース，情報は，大震災に襲われた
被災者だけでなく，被災地に親族や知り合いがい
る人たちにとってもまた，その安否を確かめるた
めの欠かせぬツールとなったことだろう．発生か
ら数日間，駅やコンビニなどの即売で新聞はたち
まち売り切れとなり，マス・メディアとしての存
在感をここで改めて発揮する形ともなった．
日本新聞協会が 2011 年 11 月から 12 月にかけ
て 15 歳から 79 歳までの男女 7000 人（有効回収
率 58.5％）を対象に実施した調査2）によると，東
日本大震災後の新聞に対する印象・評価として，
65.2％が新聞の地域に密着した姿勢を評価し，
62.7％が世論形成力を感じたと答えている．とく
に，青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島の東北
6県では，76.9％が「新聞は地域と密着してい
る」，55.0％が「これまでより新聞をよく読むよ
うになった」と回答している．
しかし，インターネットが新たなコミュニケー
ションのツールとして急速に普及しているいま，
その新聞を取り巻く状況は極めて厳しい状況にさ
らされている．
この点については，5年ほど前から社会的な関
心事ともなり，いくつかのメディアが「新聞・崖
っ縁に立つマス・マスメディアの王者」「新聞陥
落」「再生か破滅か 新聞 断末魔」3）などという
タイトルで特集を組み，「新聞は未曾有の危機に
直面している」として，その現状と将来を詳細に
報道している．ここでの指摘通り，これから 10
年先，あるいは 20 年先を見たとき，企業体とし
ての新聞社，ジャーナリズムの担い手としての新
聞は，存亡の危機とも言える状況に直面している
ことは確かだ．
1 各年齢層で進む「新聞離れ」
新聞社の経営は，購読料収入と広告料収入によ
って支えられているが，その 2つの柱にいま大き
な影が漂い始めている．
新聞社の購読料収入は当然に新聞の販売部数の
増減で変わる．新聞の部数は戦後ずっと右肩上が
りで増え続けてきていた．それが，1990 年を
ピークに頭打ちとなり，その後いくらかの増減は
110
あったものの，ここ数年はどの新聞社も減少を続
けている4）．
中でも深刻なのは，10 数年前から学生など若
年層を中心にした「新聞離れ」という現象であ
る．中央大学の生協が発行している「S－COOP」
の 2010 年冬号によれば，中大生の実に 85 パーセ
ントが新聞を読んでいないという結果が示されて
いる．
これは中央大学だけに限らず，学生全体につい
て言えることだ．しかも，その現象は若年層だけ
にとどまらず，30 歳代以上の家庭を持った層に
まで拡大し，ビデオリサーチ社の調査結果による
と，1週間に一度も新聞を読まない人の割合は，50
歳から 69 歳の層に至るすべての年齢層で増えて
きている．
また，新聞を定期購読している人についても，
閲読時間はここ 10 年来，目立って短くなってき
ていて，「日に 30 分以上」という年代層は 60 歳
代と 70 歳代だけになってしまっている5）．
この「新聞離れ」については，さらに衝撃的な
調査結果がある．
それは，1998 年時点での各年齢層における無
購読者の比率が 5年後の 2003 年，それから 5年
後の 2008 年にどう変化したかを朝日新聞社が調
べたデータだ．それによると，1998 年当時に 20
歳から 24 歳だった層で 42.9％，25 歳から 29 歳
だった層で 24.1％に達していた無購読の比率は，
それから 5年，10 年と年齢を重ねた時点でもほ
とんど変わっていない．インターネットが登場す
る以前においては，「若いときに新聞を読まなく
ても年をとれば定期購読するようになる」と言わ
れてきたが，今はそうなっていないことを，この
調査結果は明確に示している．
そうなると，2008 年時点で無購読の比率がす
でに 73.5％にものぼっている 20 代前半の人た
ち，それより若い世代の人たちが，これから 5
年，10 年，さらには 20 年と年齢を重ねて社会の
中軸を担うようになったとき，新聞の購読部数は
どうなってしまっているのか．
20 代前半の人たちの無購読率はいま，前述し
た通り 85 パーセントを超えていると見られてい
る．それが年齢を重ねても横ばいという形で推移
していったとき，30 年後に新聞を購読している
人の割合は，全ての年代層を合わせて 20 パーセ
ント台，あるいはそれ以下になってしまっている
ことになる．
その意味において，この調査結果は，新聞の発
行に携わる全てにとって，背筋の冷たくなるデー
タだといえる．
こうした傾向は日本だけではなく欧米の国々も
同じであって，フランスではサルコジ氏が大統領
に就任した後の 2009 年 1 月に，若者の新聞離れ
を何とか食い止め，苦境に陥っている新聞社の経
営を助ける目的で，18 歳の成人を迎えたら新聞
購読料を 1年間無料にする政策を打ち出した．結
局これは実現に至らず，日本でこのようなことは
話題にものぼっていない．
若い人たちを中心に各年齢層で新聞離れが進ん
でいる大きな背景，原因の一つには，テレビのニ
ュース番組が年を追って充実してきていることに
加え，インターネットに設けられたニュースサイ
トも充実し，日々の出来事はテレビやウェブサイ
トだけで十分に知ることが出来るようになってい
る現実がある．
無購読者を対象とした朝日新聞社による別の調
査結果においても，月ぎめ購読をしない理由とし
て「インターネットで十分だから」という点を挙
げる人の割合は 56.3％，「テレビで十分だから」
という割合は 74.0％，「新聞がなくても困らない
から」という割合は 78.8％にものぼっている．
2 新聞経営を揺るがす消費税引き上げ
こうした状況がさらに進んでいく中で，新聞の
購読料収入をこれまで通り維持していこうとすれ
ば，1部あたりの購読料を値上げしていかざるを
えないことになるが，それもまた難しい状況にあ
る．
新聞の定期購読料は戦後これまで，ほぼ 2年か
3年おきに，ときには 1年ごとに値上げされてき
ていたが，1997 年にいまの価格に引き上げられ
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た後は 1回も行われていない＝表 1．
1997 年の値上げは消費税率の引き上げ（3％か
ら 5％）によるもの，その前の 1993 年の値上げ
は消費税（3％）の導入に伴うものであり，実質
的には 1992 年以降，実に 20 年間にわたって値上
げは行われていないことになる．
それは，これまで述べてきた通り，テレビのニ
ュース番組に続いてインターネットのニュースサ
イトも普及，充実してきている中にあって，以前
のような新聞社側の論理，殿様商売的な安易な考
えで値上げをしてしまえば，「新聞離れ」をさら
に加速，拡大させてしまう恐れがあるためだ．
全国紙の最近の調査によると，新聞の購読料が
高いと思っている人は 3割を超え，値上げすれば
購読をやめてしまう可能性のある人の割合もまた
3割に達している．
また，同じ調査で新聞の購読をやめた人にその
理由を聞いたところ，59％が「購読料が高いか
ら」，37％が「新聞以外のメディアは情報に関す
る費用が割安あるいは無料だから」と答えてい
る．
パソコンや携帯電話が飛躍的に普及し，移動式
メディアを使って無料で常時，ニュースを見る人
が急激な勢いで増えてきている現状などを見たと
き，今後についても値上げできる目途は全く立っ
ていない．それどころか，近い将来には値下げを
考えざるをえなくなるかもしれず，消費税率の引
き上げによって，それは現実のものになろうとし
ている．
その消費税率引き上げ法案は，2012 年 8 月に
国会で可決，成立した．東京新聞を除き朝日新聞
や読売新聞，毎日新聞，日本経済新聞など在京各
紙はそろって財政健全化のために消費税率を早く
引き上げるべきだとする社説を掲げ続けた．その
一方において，日本新聞協会を中心に新聞につい
ては欧州の国々にならって特別の措置を設け，ゼ
ロ税率か軽減税率を適用するよう求めている．
しかし，こうした特例が認められる可能性はほ
とんどない．仮に新聞に税の軽減が認められるこ
とになったとしても，税負担の公平性を欠く措置
として社会的な反発を生み出し，「新聞離れ」に
逆に拍車をかけてしまうことにもなりかねない．
消費税の税率が 2014 年に 8％，15 年に 10 パー
セントに引き上げられれば，その分は商品の価格
に上乗せされることになるが，いくつかの新聞社
が実施した調査によると，消費税率引き上げ分が
上乗せされても引き続き新聞の定期購読は続ける
と明確に答えている人の割合は 40％台にとどま
っている．
こうした状況下で税率引き上げ分をそのまま購
読料に上乗せすれば，「新聞離れ」をさらに加速
させていくことは避けられない．それを食い止め
るには，上乗せは思いとどまり，税率引き上げ分
は新聞社と販売所で負担していかざるを得なくな
る．実質的にそれは，購読料の値下げに踏み切る
ということになる．
この負担額は，発行部数が 800 万部の新聞社に
ついて見たとき，1％上がって年に 30 億円，5％
上がれば 150 億円にも達すると見られている．そ
れは新聞社だけでなく販売所の経営をも大きく揺
るがし，日本の新聞を長く支えてきた宅配網の崩
壊にもつながりかねないリスクを抱え込むことに
なる．
表 1 新聞価格の推移
（全国紙朝刊・夕刊のセット＝月額，円）
1951 220
1952 280
1954 330
1959 390
1962 450
1965 580
1968 660
1969 750
1971 900
1973 1100
1874 1700
1878 2000
1980 2600
1986 2800
1989 3190
1992 3650
1993 3850＝消費税の導入に伴い3％の税率分を上乗せ
1997 3925＝消費税率引き上げ（3％から5％に）分の上乗せ
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また，消費税率が 10％に引き上げられた際の
家計への影響について野田政権がまとめたところ
によると，年収 500 万円の 4人家族（会社員の夫
と専業主婦の妻，子ども 2人）で年間 11.5 万円
の負担増になる6）．この負担を少しでも軽減して
いくには消費を減らしていくしかない．かなりの
数の家庭において，新聞がその切り詰めの対象と
なっていくことも考えられる．
そうした意味において次の消費税率の引き上げ
は，新聞ジャーナリズムの生き残り，盛衰をかけ
た一つの重要な局面，節目として注目していく必
要がある．
3 急減する広告収入
また，新聞社の経営のもう一つの柱である広告
収入について見ると，ここ数年来どの新聞社も，
これまでに経験したことがない急激な落ち込みに
直面している．
新聞の広告収入は 22 年前の 1990 年には新聞産
業全体で過去最高額となる年間総額 1兆 3593 億
円を記録した7）．その後，バブルの崩壊で急激に
減少したものの，景気が上向けばまた持ち直すと
いった状況が 2000 年までは続いていたが，2001
年からそこに目立った変化が起き始めた＝表 2．
社会全体としては「いざなぎ越え」と言われる
ほど好景気が続き，国内の総広告費も増え続けて
きた中にあって，新聞の広告収入は減り続け，2006
年にはついに 1兆円の大台を割り込むことになっ
た．その後も減少傾向に歯止めがかからないどこ
ろか，その幅はさらに拡大し，29 年前，1983 年
の水準にまで落ち込み，「底なし沼だ」とどの新
聞社の経営陣も青ざめるほどの広告不況の荒波に
さらされている．
3．新聞広告が激減した背景
新聞の広告収入が，ここ数年来，なぜこうも激
しい減少を続けているのか．
それもまた，インターネットという新しいメデ
ィアが出現し，いまやそれが広告の新たな媒体と
して急速に普及してきていることにある．それで
は何故，インターネットが新聞やテレビの広告収
入をここまで直撃することになったのか，広告媒
体としての地位を揺るがすことになったのだろう
か．
その理由，背景として，大きく見て次の 2つの
点を挙げることができる．
1 広告効果判定の明確化
一つは，広告効果判定をめぐる問題だ．企業な
ど広告主が新聞やテレビなどに広告を出すにあた
表 2 媒体別広告費の推移 1985－2011 電通「日本の広告費」
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ってまず考えることは，商品の売り上げなどにど
れほどの効果があるかということだ．
新聞に広告を出した後は，どれだけの数の人が
見て，それが商品の売り上げにどこまで結びつい
たのかということになるが，広告への接触状況も
含め，その効果を正確に判定することは，実際の
ところ極めて難しい作業になっていた．
多くの広告主は，「広告効果についての正確な
判定などは，もともとできないものなのだ」とい
う考えに立ち，その一方で「広告を出さないと売
り上げに響くのではないか」「ライバル社が広告
を出しているから，うちも出さないと後れをとっ
てしまうのではないか」といった漠然とした不安
感，恐怖感にかられながら，毎年度の予算に広告
宣伝費を計上し，それを消化してきたというのが
実態だった．
ところが，インターネットは，広告効果をめぐ
るこうした従来の考え方を一変させるものになっ
た．グーグルやヤフーなどのサイトに貼り付けら
れた広告に着目し，その内容をさらに知りたいと
思ったとき，ユーザーは手元のマウスを操作して
新たなページを開いていく．
広告主の立場から見ると，インターネットのこ
うした特長を活かし，そこに広告を出せば，どれ
だけの数の人が目を通し，そこから広告主のホー
ムページに入ってアピールしたい商品の内容を見
てくれたのかを一瞬のうちに把握し，商品の売り
上げにどこまでつながったかも容易に判定できる
ようになった．
さらに，フェイスブックなど実名で発信する
SNSが登場し，世界中に 8億人ともいわれるま
でにネットワークが広がっているいま，その中か
ら売り込みを図りたいターゲットを選び，そこに
絞り込んで広告を展開できるようにもなってい
る．
これは，広告を出す側にとってはまさに画期
的，革命的な出来事だったと見ることができる．
2 高値で設定されていた広告単価
また，インターネットが広告主の動向に与えた
影響として，「マスコミ 4媒体」，中でも新聞とテ
レビの広告料金が極めて高い水準に設定されてい
ることに多くの広告主が改めて気づいた，という
点が挙げられる．
新聞にカラーの全面広告を出した場合，その料
金は新聞社によってまちまちではあるが，以前は
全国通しで 5500 万円から 4500 万円というのが，
おおよその定価になっていた．
それに比べてインターネットの広告料金は，桁
が 2つ，あるいは 3つも違うほど格安の単価で設
定されている．広告効果の正確な判定も踏まえた
うえで，多くの広告主がここ数年，新聞やテレビ
からインターネットに一斉にシフトを移したのは
当然の帰結ということができる．
そのインターネットの広告料収入はここ数年，
高い伸びを示し，2010 年には新聞を抜いて広告
媒体として 2位となり，そう遠くない時期にテレ
ビを抜いてトップの座に就くのではないかと見ら
れている．
4．米国で相次ぐ新聞の廃刊
新聞社の数はいま全国で 110 社を超え，年間に
使っている紙の量は合わせて 370 万トン余りにの
ぼる．膨大な量のインクを使ってそれに印刷し，
2万を数える販売所にトラックで運び，43 万もの
人手をかけて各家庭に届けている．しかし，そこ
に印刷されている記事をインターネットに乗せれ
ば，印刷と配達の経費や手間を省いたうえで，国
内だけでなく世界のすべての地域に一瞬のうちに
届けることが可能になる．
読者にとっては，紙に印刷して届く新聞より半
日も 1日も早く，しかも無料で多くの情報を得る
ことができる．
こうした現実を見たとき，紙に印刷して大多数
の人に情報を伝えるということ，その代表的なメ
ディアである新聞自体がすでに古い時代の産業に
なりかかってしまっているのだろう．
実際に，日本以上にニュース報道のメディアと
してインターネットの比重が高まりつつあるアメ
リカでは，新聞の部数だけでなく，広告収入も激
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減して多くの新聞社が経営面で苦境に陥り，新聞
の横幅を 7・5センチ縮めるなど涙ぐましい方法
で原価，経費の削減に努めたものの，ついには経
営が破綻して廃刊に至る新聞社が相次いでいる．
1 名門紙の衰退
その中には，アメリカで発行部数 7位にあった
コロラド州の名門紙，ロッキーマウンテン・ニ
ューズ社も含まれている．
この新聞社は 150 年の歴史を持ち，2000 年に
コロラド州コロンバイン高校で銃の乱射事件が起
きた際の優れた写真，2005 年にイラク戦争で死
亡した兵士の遺体送還の際に撮影した写真などで
何度もピュリツアー賞を受賞するなど，アメリカ
のジャーナリズムの一翼を担ってきた．しかし，
ドル箱としていた求人・求職などの広告をイン
ターネットに奪われて経営が破綻し，創刊記念の
祝いを目前にした 2009 年 2 月 27 日，突然の廃刊
という形でその歴史に幕を閉じることになった＝
写真．
「我々はこれまで地元の他紙と競争してきたが，
本当のライバルはインターネットだったのだ．そ
れに気づくのがあまりに遅かった」
ロッキーマウンテン・ニューズの最後の編集長
を務めたジョン・テンプル氏の述懐だが，これは
ローカル紙だけに当てはまることではない．
アメリカのジャーナリズムを牽引してきたニ
ューヨーク・タイムズやワシントン・ポストなど
の有力紙を含めた多くの新聞社も同じように経営
難に陥り，数年前から編集経費を削って第一線の
記者の解雇や早期退職を進めたり，支局を大幅に
閉鎖したりして取材経費の削減に努めてきた．
しかし，それでも苦境を脱することができず，
ニューヨーク・タイムズは完成したばかりの本社
ビルの一部を売却する事態に至った8）．他の新聞
社でも，人件費を削減するために，新聞の命とも
いえる記事をライバル紙と相互に掲載したり，紙
面のレイアウトをインドなど外国に外注したりす
る動きも進んでいる9）．
そうした中にあって，ここ数年来，長い歴史と
伝統を誇るいくつかの新聞社が次々に外部資本に
買収され10），最近では新聞の生き残り策として，
営利企業から非営利企業への転換を促す提言がな
されている11）．さらに，新聞に公的支援をすべ
きかどうかが米国の議会で真剣に論議されるよう
にもなり，これに対して「新聞は過去の遺物」と
断じ，そうした支援に真っ向から反対する報道も
展開されている12）．
2 公称部数との乖離
日本の場合，新聞社はどこも株式を上場してい
ないために，外部資本による買収の動きは起きて
はいない．また，部数の面でもABC調査などで
示された数字で見る限りは微減という域にとどま
っていて，経営破綻，廃刊にまで至った新聞社は
現時点では 1社もない．
その理由は，アメリカの新聞社が売上高の 8割
を広告収入に頼っているのに対し，日本の新聞社
の場合はそれが 3割から 2割程度にとどまり，7
割から 8割は購読料収入でまかなっていることに
写真 2009 年2月 27 日付
「ロッキーマウンテン・ニューズ」最後の紙面
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ある．しかも，法定再販売価格維持制度という日
本独特の販売システムに支えられながら，全ての
家に新聞を定価で届ける宅配網が全国的に構築さ
れていることにより，表向きの部数，つまりABC
調査での数字を何とか維持できているという事情
がある．
しかし，そうした公称部数は，新聞各社から販
売所に送られている数であって，販売所から読者
のもとに配られている数では必ずしもない．家庭
などに届いている実際の部数は，公称部数の 2割
から 2割 5分は少ないのではないかとの指摘もあ
り，実態的には日本の新聞産業もアメリカと同じ
ような深刻な事態にすでに立ち至ってしまってい
ると見る向きもある．
5．伸び悩む新聞の電子版
やがて紙の新聞が消滅し，インターネットによ
るニュースサイト，電子版へと移行していくこと
になれば，それは資源の節約という点からも望ま
しい姿ということになる．しかし，紙の新聞が消
滅してしまったとき，ネット上のサイト，電子版
がそれに代わる新たなビジネスモデルとなり，ジ
ャーナリズムの担い手として引き続きその威力を
発揮していけるのかどうか．
いま，新聞社はどこもインターネット上にニ
ュースサイトを開設しているほか，ヤフーやグー
グルなどにもニュースを提供し，その内容も日を
追って充実してきてはいる．しかし，新聞社によ
るニュースサイトやニュースの提供はすべて，強
力な宅配システムに支えられながら紙の媒体を発
行し，それによって取材・報道態勢を維持してい
くための収益が得られていることで成り立ってい
る．そのビジネスモデルが崩壊し，販売，広告収
入が入らなくなったときには新聞社の経営はたち
まち破綻し，インターネット上のニュースサイト
も同時に消滅していく運命にある．
1 安価なネット広告
そうした中にあって，インターネットのニュー
スサイトに広告を貼り付け，ニュースサイトを課
金制にすることによって収入を得ていく道を切り
開く，そこから新たなビジネスモデルを確立して
いけばよい，とする見方がないわけではない．
先に述べた通り，広告料収入の面で新聞が苦戦
を続けている一方で，インターネットの広告料収
入は伸び続け，すでに新聞を追い抜き，やがてテ
レビにも追いつく勢いを示してはいる．しかし，
ニュースサイトの閲覧数で見ると，ヤフーが他を
圧倒し，新聞社のサイトなどは，隅の隅に追いや
られているのが実態だ13）．
しかも，そのインターネットの広告単価は，新
聞やテレビなどに比べて格段に安く設定されてい
る．そのために，新聞社がニュースサイトで得て
いる広告収入は，紙の新聞で得て来たそれの数
パーセントにすぎず，今後これが飛躍的に増えて
いくことはまず期待できない．
新聞がニュースメディアとして，ジャーナリズ
ムの担い手として生き残っていくということは，
言論・報道の部門を守り抜く，突き詰めると，社
説を担当する論説委員室と日々のニュースを追
い，権力の逸脱や乱用，社会の不正を監視する編
集局の取材・報道態勢をこれからも維持していく
ということだ．そのための経費は全国紙の場合，
人件費や取材拠点の維持費などを含め，年間で
500 億円から 600 億円にのぼるが，インターネッ
トのニュースサイトで得ている広告収入では，こ
の必要経費をまかなうことは到底できない．
2 課金への厚い壁
課金制にしても，現時点でそれに成功している
のは，世界的に見てもウォール・ストリート・ジ
ャーナルやフィナンシャル・タイムズのような経
済情報紙の分野にとどまっている．
その一方で，アメリカでは総合的にニュースを
追うニューヨーク・タイムズが 2011 年 3 月から
課金制の電子版をスタートさせ，そのほか多くの
新聞社も課金制によるネット配信に向けて動き始
めている．
日本でも日本経済新聞社が 2010 年 3 月に有料
電子新聞の発行に踏み切り，それから 2年を経た
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いま，その電子版の有料会員は 20 万人を超えて
いる14）．これに続いて，朝日新聞社も「紙とウェ
ブとのハイブリッド型経営を目指す」として 2011
年 5 月から電子版・朝日新聞デジタルをスタート
させた．
また，読売新聞社も 2012 年 5 月 14 日にスマー
トフォンの普及に対応した新しいデジタル会員
サービス「読売プレミアム」を開始した．毎日新
聞社も同月 25 日にスポーツニッポン新聞社と共
同でスマートフォンやタブレット端末向けの新し
いデジタルニュース媒体として「TAP－i（タッ
プ・アイ）」を創刊している．
朝日新聞デジタルの場合，1年後に 10 万件の
契約を目指し，発行後は新聞 1ページを使った特
集や広告を毎週のように載せて普及を図ってい
る．その結果，認知度は急速に伸びてはいるが，
有料で契約している読者の数となると，その認知
数のごくわずか，件数にして全国で 6万というレ
ベルにとどまっている．
認知度に対する有料会員数という点では，日本
経済新聞電子版についても同じことがいえる．
3 電子版購読料適正化への道
新聞の電子版については，さらに興味深い一つ
の調査結果がある．朝日新聞社が 2011 年の秋に
全国の 15 歳以上の男女 8500 人（有効回収率 60.2
％）を対象に新聞電子版への関心の度合いを年代
別に調べたところ，全体平均で「利用したい」，
「どちらかといえば利用したい」という人は，合
わせて 20 パーセントほどに過ぎなかった．
このうち，10 代後半，20 代，30 代では，その
割合が 25％から 30％と比較的に高い数字を示し
てはいたが，そうした人たちがどの位の金額を希
望しているか，いくらならば電子版を購読するの
かとなると，10％以上が「お金を払いたくな
い」，「無料ならば」と回答した．「お金を払って
もよい」という人も，その金額については 10 代
後半から 20 代，30 代の圧倒的多数が 1か月に 600
円ほど，50 代，60 代でも 1000 円ほどであればと
答えている．
これに対し，新聞社がいま運用している電子版
の月額料金は，「読売プレミアム」が契約対象を
紙の読売新聞の定期購読者に限定したうえで 157
円，「TAP－i」は毎日新聞の定期購読者には 500
円，単独の契約は 900 円に設定している．しか
し，この 2つは前述の通り，スマートフォンやタ
ブレット端末に向けたもので，本格的な電子版を
発行している日本経済新聞社と朝日新聞社は，紙
の新聞との併読で毎月の定期購読料にプラスして
1000 円，電子版単独だと日本経済新聞社が 4000
円，朝日新聞社が 3800 円となっている．
この価格設定，とりわけ電子版単独の価格に対
しては，高すぎるとする批判が新聞社に寄せられ
ているが，ここしばらくの間，この価格設定が変
わることはない．
電子版を単独で 600 円，あるいは 1000 円とい
う価格に設定すれば，紙の新聞を朝夕刊セット
3925 円で購読している読者の多くが電子版に乗
り換えてしまうことになる．それによって，新聞
社をこれまで支えてきた販売所が倒産し，戸別配
達網の崩壊へとつながってしまう恐れが多分にあ
るからだ．その販売所の数は全国で約 2万，従業
員の数はアルバイトの学生や主婦も合わせて約
43 万人にのぼっている．
そのことを考えると，当面は現行の料金体系の
まま進めて行かざるをえない．電子版を利用した
い，電子版を利用してもよいという人が望んでい
る料金とは相当にかけ離れた，ある意味では不当
ともいえるこうした料金体系が，短くてもこの先
3年から 5年，あるいは 10 年以上も続き，その
結果，電子版の契約件数は伸び悩み，その一方で
年ごとに紙の新聞の部数は減り続けるという悪循
環をたどっていくことになる．
6．考 察
「袋小路」ともいえるこうした状況にあって，
しかし，新聞社が今後も生き残っていくための有
力な武器として電子版に着目し，それを新たなビ
ジネスモデルとして確立していく道はいくつかあ
るように思われる．
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1 電子版と紙の新聞との一体化
その一つは，紙の新聞と電子版を別々のメディ
アとする考えを捨て，この 2つを融合し一体のメ
ディアと位置づける．そのうえで，電子版を使っ
て紙の新聞の部数維持につなげていく道を開拓し
ていくということだ．
具体的に言えば，紙の新聞を一定期間以上購読
している読者には電子版を無料で提供する．
これによって読者は，家庭では紙の新聞を手に
し，外出先ではスマートフォンやタブレット端末
で同じ紙面，記事を読むことができる環境が整
う．そうした範囲にとどまらず，記事を切り抜き
保存したいときは，鋏みとスクラップノートでは
なく電子版を開いてパソコン上で簡単に操作する
ことが可能になる．過去の記事データが必要なと
きは，創刊時にさかのぼって検索することもでき
る．
さらには，記事の収容スペースに限りがない電
子版の特長を生かし，紙の新聞では掲載できない
記事やデータなども容易に目にすることができる
となれば，新聞の用途は飛躍的に拡大し，ネット
時代に合致した魅力あるメディアとして，改めて
注目を集めることになるだろう．
紙の新聞の定期購読者には電子版を無料で提供
するこのシステムは，ニューヨーク・タイムズ社
がすでに採用し，これによって，紙の新聞の発行
部数は 2012 年 3 月時点で平日版が約 77 万部，日
曜版が約 130 万部となり15），中でも日曜版の部数
減に歯止めがかかってきているという．
インターネットによって読者の多くを失った．
今度はそのインターネットに乗せた電子版をフル
に使って紙の新聞の読者に引き戻していく――．
その先駆的な例として，日本の新聞社もまた，こ
の試みと結果を重く受け止めていく必要がある．
2 電子版への全面移行
もう一つの道として，販売網がすでに崩壊しか
かっている新聞社については，ある時点で紙の新
聞の発行をとりやめ，低料金の電子版へと全面的
に移行する道筋も考えられよう．従来からの紙面
と同じ形にレイアウトされた高品質の記事を月に
500 円から 1000 円という価格で購読することが
でき，過去の記事データも検索して保存も可能と
いうメディアの出現は，読者サイドに立てば大い
に歓迎すべきことである．
それは読者の大移動という形で新聞界に激震を
もたらし，現在の新聞産業の構図を大きく塗り替
える転換点になっていくかもしれない．
3 経営陣の果敢な決断
いずれにしても，電子版について，中途半端と
もいえる現在のような状態を続けていけば，そう
遠くない将来に新聞の命運は尽きることになろ
う．ジャーナリズムは民主主義社会を維持，発展
させていくうえで欠かすことのできないインフラ
であり，主権者の「知る権利」にしっかりと応え
ていけるメディアは，これからも存続していかな
ければならない．その担い手として新聞社が築き
上げてきた取材力，編集力に寄せる期待は依然と
して大きなものがある．
本格的なインターネット時代を迎えたいま，ど
ちらかといえば「横並び」「護送船団」ともいえ
る形で推移してきた従来の経営方針を 180 度転換
し，10 年先，20 年先のメディアを取り巻く状況
を見通したうえで，新聞がジャーナリズムの担い
手として生き残っていくための戦略・戦術をしっ
かりと打ち立てる．そこに向けた果敢な決断と実
行力とが，新聞各社の経営陣にいまこそ求められ
ているように思える．
注
1）2011 年 4 月 9 日時点，警察庁調べ．
2）日本新聞協会「2011 年全国メディア接触・評価
調査」．
3）「週刊ダイヤモンド」2008 年 12 月 6 日号，2011
年 1 月 15 日号，「週刊東洋経済」2009 年 1 月 31
日号，2011 年 2 月 20 日号．
4）日本新聞協会「新聞の発行部数と世帯数の推
移」．
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5）「NHK 2005 年国民生活時間調査」（2005 年 10 月
の平日に全国 10 歳以上の国民 7718 人から回答＝
有効回収率 61.3％）．
6）内閣官房社会保障改革担当室のまとめ．
7）電通「2011 年日本の広告費」．
8）東京新聞 2008 年 3 月 10 日朝刊．
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10）朝日新聞 2007 年 5 月 14 日朝刊．
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